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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結
会計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

第60期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,109,1215,499,0221,653,7771,761,0086,910,021

経常利益（△損失）（千円） 1,396 410,145 48,601 59,352 △81,095

四半期（当期）純利益（△損失）

（千円）
△91,625 378,227△18,867 72,848△361,600

純資産額（千円） － － 6,384,6516,483,2056,142,032

総資産額（千円） － － 12,524,23912,107,49912,238,550

１株当たり純資産額（円） － － 526.41 535.20 506.09

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△損失）（円）
△7.64 31.56 △1.57 6.08 △30.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 50.4 53.0 49.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
161,824 778,323 － － 160,862

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△62,355△138,486 － － △79,035

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
70,670△382,604 － － 88,923

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,807,3192,062,4591,809,731

従業員数（人） － － 425 364 383

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第60期第３四半期連結累計期間、第60期第３四半期連結会計期間、第60期の潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

４．第61期第３四半期連結累計期間、第61期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  

３【関係会社の状況】

　　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 364 (46)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 216 (2)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しておりま

す。

　

EDINET提出書類

京都機械工具株式会社(E01420)

四半期報告書

 3/26



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　前年同四半期比（％）　

工具事業（千円） 1,662,063 －

ＤＩＹ事業（千円） － －

賃貸事業（千円） － －

合計（千円） 1,662,063 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３. 上記の生産実績には工具事業の仕入商品を含んでおり、工具事業以外の商品仕入れは次のとおりでありま

す。

セグメントの名称
　当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

ＤＩＹ事業（千円） 296,878 －

　（注）　金額は販売価格によっております。

(2）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

工具事業（千円） 1,434,749 －

ＤＩＹ事業（千円） 286,255 －

賃貸事業（千円） 40,003 －

合計（千円） 1,761,008 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

トヨタ自動車㈱ 267,148 16.2 286,142 16.2

ヤマト自動車㈱ 216,529 13.1 209,414 11.9

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

（継続企業の前提に関する重要な事象等について）

　当社グループは、前連結会計年度まで２期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上したことにより、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　

３【経営上の重要な契約等】

   　 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気刺激策や新興国の需要拡大を背景に緩やかな回復

基調となりましたが、デフレや円高基調の継続、経済政策効果の一巡など、経済面における不安要因を背景に、先行

きは依然として予断を許さない不透明な状況で推移いたしました。

このような情勢下、当社グループにおきましては、「守りから攻めへの展開による業績の回復」を基本方針に掲

げ、経営戦略の具現化を徹底するとともに、経営に関する意思決定と業務執行の迅速化を図り、確固たる収益構造の

確立に努めております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は17億61百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益は63百万円

（前年同期営業損失41百万円）、経常利益は59百万円（前年同期比22.1％増）となりました。四半期純利益につき

ましては、特別利益として事業整理損失引当金戻入額19百万円等を計上したことにより、72百万円（前年同期四半

期純損失18百万円）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

[工具事業]

当社主力の当事業部門では、「安全、快適、能率・効率、環境」をキーワードとしたソリューション営業の展開

と将来を見据えた新技術・新製品の開発に注力するとともに、収益性を重視した案件の推進と迅速で柔軟な生

産体制の強化並びに更なるコストダウンに取組んでまいりました。

具体的には、様々なメンテナンスシーンで活用できるヘッド交換式をラインナップに加えた「デジラチェ」

をはじめとした計測機器、ラインナップを拡充した省力化工具・機器の拡販に注力するとともに、更なる市場の

拡大を目指し、企業向け販売ルートにおける既存顧客の深耕並びに新規顧客の開拓を推進してまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は14億34百万円、営業利益は32百万円となりました。

　

[DIY事業]

当事業部門では、消費低迷への対応を迅速に進め収益の確保に努めるとともに、地域密着型サービスの強化に

取組みました。これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は２億86百万円、営業利益は５百万円となり

ました。

　

[賃貸事業]

当事業部門では、ファシリティマネジメントを推進し、当第３四半期連結会計期間の売上高は40百万円、営業

利益は25百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、121億７百万円となり、前連結会計年度末に対し１億31百万円減少とな

りました。その主な内容は、現金及び預金が３億44百万円増加した一方、有価証券が１億76百万円、商品及び製品が

１億30百万円、有形固定資産が１億81百万円減少したことなどによるものであります。

負債合計は、56億24百万円となり、前連結会計年度末に対し４億72百万円減少となりました。その主な内容は、短

期借入金が３億52百万円、長期借入金が30百万円、退職給付引当金が69百万円減少したことなどによるものであり

ます。

純資産合計は、64億83百万円となり、前連結会計年度末に対し３億41百万円増加となりました。その主な内容は、

利益剰余金が３億78百万円増加した一方、その他有価証券評価差額金が11百万円減少したことなどによるものであ

ります。

　

　　（３）キャッシュ・フローの分析

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、営業活動による資金の増加は１億14百万円（前年同期は１億28百万円の

減少）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益が75百万円に加え、減価償却費85百万円、仕入債務が

95百万円増加したことによる資金の増加があったものの、売上債権が57百万円増加したこと、その他の負債の減

少額が70百万円あったことなどによるものであります。

　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、投資活動による資金の減少は１億26百万円（前年同期は36百万円）とな

りました。これは定期預金の預け入れによる支出が１億26百万円あったことなどによるものであります。

　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、財務活動による資金の減少は64百万円（前年同期は58百万円）となりま

した。これは主に短期借入金の返済による支出50百万円、長期借入金の返済による支出10百万円あったことなど

によるものであります。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、20億62百万円（前年

同期は18億７百万円）となりました。

 

　　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　（５）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、31百万円であります。なお、当第３四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

　　（６）重要事象等について

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上したことにより、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

このような状況を解消するため、当社グループでは事業構造の抜本的な見直しを行い、主力である工具事業への

更なる経営資源の集中、「安全、快適、能率・効率、環境」をキーワードとした「ソリューション営業」への注力、企

業向けの販売ルートの強化、新規取引先の開拓により収益及び利益の拡大を目指しております。

これらの取組みにより、当第３四半期連結会計期間において、営業利益、経常利益及び四半期純利益を計上してお

ります。また、資金面については「（３）キャッシュ・フローの分析」に記載のとおり、今後の経営に支障のない資

金を有しております。

従いまして、既に実施している施策を含む効果的かつ実行可能な対応を行うことにより、継続企業の前提に関し

て重要な不確実性はないものと判断しております。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,975,000

計 31,975,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年2月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,387,178 同　左　
株式会社大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 12,387,178 同　左　 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

　

平成22年12月31日

－ 12,387 － 1,032,088 － 2,562,439

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　  401,000　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,913,000 11,913 －

単元未満株式 普通株式     73,178 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 12,387,178 － －

総株主の議決権 － 11,913 －

　（注）　「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

京都機械工具株式会社
京都市伏見区下鳥

羽渡瀬町101番地
401,000 － 401,000 3.23

計 － 401,000 － 401,000 3.23
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 178 175 170 172 159 147 148 147 160

最低（円） 165 161 164 155 140 137 131 136 140

　（注）　最高・最低株価は株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第３四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,220,376 1,876,027

受取手形及び売掛金 1,627,678 1,668,300

有価証券 101,000 277,065

商品及び製品 1,452,090 1,582,244

仕掛品 439,212 475,060

原材料及び貯蔵品 325,531 311,327

その他 43,338 64,736

貸倒引当金 △70,670 △151,889

流動資産合計 6,138,557 6,102,872

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,552,039 1,630,723

機械装置及び運搬具（純額） 624,744 715,521

工具、器具及び備品（純額） 73,241 89,149

土地 1,720,408 1,720,408

その他（純額） 26,205 22,180

有形固定資産合計 ※
 3,996,640

※
 4,177,984

無形固定資産 61,739 57,160

投資その他の資産

投資有価証券 1,349,740 1,271,050

その他 710,466 702,406

貸倒引当金 △149,644 △72,925

投資その他の資産合計 1,910,562 1,900,532

固定資産合計 5,968,941 6,135,677

資産合計 12,107,499 12,238,550
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 481,695 386,108

短期借入金 2,597,928 2,949,998

未払金及び未払費用 367,759 392,348

未払法人税等 15,510 23,544

賞与引当金 58,995 60,311

事業整理損失引当金 3,000 28,340

その他 135,717 127,292

流動負債合計 3,660,605 3,967,943

固定負債

長期借入金 129,285 159,660

退職給付引当金 1,007,360 1,077,247

役員退職慰労引当金 19,316 17,518

環境対策引当金 15,010 178,110

担保提供損失引当金 10,000 －

負ののれん 6,669 13,339

資産除去債務 163,100 －

その他 612,946 682,700

固定負債合計 1,963,688 2,128,574

負債合計 5,624,294 6,096,518

純資産の部

株主資本

資本金 1,032,088 1,032,088

資本剰余金 2,562,439 2,562,439

利益剰余金 2,908,841 2,530,614

自己株式 △138,671 △138,536

株主資本合計 6,364,698 5,986,605

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 56,292 67,982

為替換算調整勘定 △6,091 11,798

評価・換算差額等合計 50,200 79,781

少数株主持分 68,306 75,646

純資産合計 6,483,205 6,142,032

負債純資産合計 12,107,499 12,238,550
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 5,109,121 5,499,022

売上原価 3,552,125 3,554,989

売上総利益 1,556,996 1,944,032

販売費及び一般管理費 ※1
 1,695,926

※1
 1,566,854

営業利益又は営業損失（△） △138,930 377,177

営業外収益

受取配当金 36,227 28,253

受取補償金 20,000 －

助成金収入 53,552 1,211

保険返戻金 － 28,837

その他 88,852 36,809

営業外収益合計 198,632 95,111

営業外費用

支払利息 29,899 23,710

投資有価証券評価損 15,420 9,920

担保提供損失引当金繰入額 － 10,000

その他 12,986 18,513

営業外費用合計 58,306 62,143

経常利益 1,396 410,145

特別利益

固定資産売却益 6,553 －

投資有価証券売却益 － 5,990

事業整理損失引当金戻入額 6,400 19,340

貸倒引当金戻入額 － 11,208

特別利益合計 12,954 36,538

特別損失

固定資産除売却損 1,308 1,557

有価証券評価損 － 24,810

投資有価証券評価損 － 15,533

早期割増退職金 ※2
 101,683

※2
 5,615

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,835

特別損失合計 102,992 64,351

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△88,642 382,332

法人税、住民税及び事業税 9,400 7,880

法人税等調整額 △5,076 △2,398

法人税等合計 4,324 5,481

少数株主損益調整前四半期純利益 － 376,850

少数株主損失（△） △1,341 △1,376

四半期純利益又は四半期純損失（△） △91,625 378,227
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,653,777 1,761,008

売上原価 1,132,888 1,157,886

売上総利益 520,889 603,122

販売費及び一般管理費 ※1
 561,902

※1
 539,729

営業利益又は営業損失（△） △41,013 63,392

営業外収益

受取配当金 9,960 11,275

受取補償金 20,000 －

助成金収入 19,422 450

その他 51,754 11,708

営業外収益合計 101,137 23,433

営業外費用

支払利息 9,772 6,821

投資有価証券評価損 － 9,550

担保提供損失引当金繰入額 － 10,000

その他 1,751 1,103

営業外費用合計 11,523 27,474

経常利益 48,601 59,352

特別利益

固定資産売却益 500 －

事業整理損失引当金戻入額 － 19,340

貸倒引当金戻入額 － △3,042

特別利益合計 500 16,297

特別損失

固定資産除売却損 610 554

早期割増退職金 ※2
 66,683 －

特別損失合計 67,294 554

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△18,192 75,095

法人税、住民税及び事業税 2,270 2,872

法人税等調整額 △862 △739

法人税等合計 1,407 2,133

少数株主損益調整前四半期純利益 － 72,962

少数株主利益又は少数株主損失（△） △733 113

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,867 72,848
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△88,642 382,332

減価償却費 272,313 252,283

負ののれん償却額 △39,332 △6,669

長期前払費用償却額 3,898 3,785

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,220 △4,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △120,316 △1,316

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △33,727 △25,340

退職給付引当金の増減額（△は減少） △190,357 △69,886

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,205 1,798

担保提供損失引当金の増減額（△は減少） － 10,000

受取利息及び受取配当金 △48,488 △33,710

支払利息 29,899 23,710

為替差損益（△は益） △2,220 5,019

有価証券評価損益（△は益） － 24,810

投資有価証券売却損益（△は益） － △5,990

投資有価証券評価損益（△は益） 15,420 25,453

固定資産除売却損益（△は益） △5,244 1,557

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,835

売上債権の増減額（△は増加） 241,327 △58,644

たな卸資産の増減額（△は増加） 271,802 147,016

その他の資産の増減額（△は増加） △13,639 △15,463

仕入債務の増減額（△は減少） △158,869 91,889

その他の負債の増減額（△は減少） △18,950 △20,003

小計 125,299 744,964

利息及び配当金の受取額 47,812 33,819

利息の支払額 △31,830 △22,906

法人税等の還付額 20,542 22,445

営業活動によるキャッシュ・フロー 161,824 778,323

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △123,357 △160,791

定期預金の払戻による収入 140,427 44,563

投資有価証券の取得による支出 △1,887 △1,807

投資有価証券の売却による収入 － 9,000

固定資産の取得による支出 △109,025 △112,154

固定資産の売却による収入 20,525 59

貸付金の回収による収入 4,270 180

長期前払費用の取得による支出 △4,053 △334

その他の投資の取得による支出 △20,300 △26,903

その他の投資の回収による収入 31,046 109,701

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,355 △138,486
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 50,000 －

短期借入金の返済による支出 △50,000 △350,351

長期借入れによる収入 150,000 －

長期借入金の返済による支出 △19,193 △21,072

自己株式の取得による支出 △166 △134

配当金の支払額 △47,952 －

少数株主への配当金の支払額 △3,317 －

リース債務の返済による支出 △8,699 △11,046

財務活動によるキャッシュ・フロー 70,670 △382,604

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,549 △4,504

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 171,689 252,728

現金及び現金同等物の期首残高 1,635,630 1,809,731

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,807,319

※
 2,062,459
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　 該当事項はありません。

２. 持分法の適用に関する事項の変更　 　該当事項はありません。

３. 会計処理基準に関する事項の変更　 資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、それぞ

れ832千円減少し、税金等調整前四半期純利益は、17,667千円減少してお

ります。　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないとみとめられるため、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。　

　２．棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定する方法によっております。

　３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

京都機械工具株式会社(E01420)

四半期報告書

18/26



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、9,177,335千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、9,077,618千円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 8,828千円

給料手当及び賞与 536,849 

賞与引当金繰入額 13,393 

退職給付費用 44,240 

役員退職慰労引当金繰入額 4,444 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 7,193千円

給料手当及び賞与 465,308 

賞与引当金繰入額 25,744 

退職給付費用 37,336 

役員退職慰労引当金繰入額 1,798 

※２　早期割増退職金は、当社における希望退職者の募集に

伴い支払う、割増退職金の見積り金額及び連結子会社

である北陸ケーティシーツール株式会社における希望

退職実施に伴う費用であります。

※２　早期割増退職金は、連結子会社である株式会社アサヒ

プラザにおける希望退職実施に伴い、支払った金額で

あります。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 1,205千円

給料手当及び賞与 165,691　

賞与引当金繰入額 13,393 

退職給付費用 15,492 

役員退職慰労引当金繰入額 1,328 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 5,378千円

給料手当及び賞与 149,882　

賞与引当金繰入額 25,744 

退職給付費用 12,357 

役員退職慰労引当金繰入額 599 

※２　早期割増退職金は、当社における希望退職者の募集に

伴い支払う、割増退職金の見積り金額であります。

──────

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,848,973

預入期間が３か月を超える定期預金 △41,654

現金及び現金同等物 1,807,319

　

 （千円）

現金及び預金勘定 2,220,376

預入期間が３か月を超える定期預金 △157,916

現金及び現金同等物 2,062,459

　

EDINET提出書類

京都機械工具株式会社(E01420)

四半期報告書

19/26



（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　12,387,178株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　   401,246株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

  該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
工具部門
（千円）

非工具部門
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 1,298,313355,4641,653,777 － 1,653,777

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,988 1,172 3,161 (3,161) －

計 1,300,302356,6371,656,939(3,161)1,653,777

営業利益又は営業損失（△） △68,227 27,214 △41,013 － △41,013

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
工具部門
（千円）

非工具部門
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 3,929,5751,179,5465,109,121 － 5,109,121

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,934 28,966 33,901 (33,901) －

計 3,934,5101,208,5135,143,023(33,901)5,109,121

営業利益又は営業損失（△） △189,893 50,962△138,930 － △138,930

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業区分の方法は、従来の工具部門とそれ以外の事業である非工具部門の２部門にセグメン

テーションしております。
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２．各事業区分の主要製品

（事業区分） （売上区分）  （主要製品） 　

工具部門 作業工具製品 ………ボックスレンチ、アジャスタブルレンチ、その他レンチ、スパ

ナ、ハサミ類、駆動工具、特殊工具、精密鋳造品

　

非工具部門 ＤＩＹ・賃貸事業 ………日曜大工用品等の供給、不動産賃貸事業 　

従来、非工具部門の主要な売上区分であったハイテック事業については、前連結会計年度における事業

撤退に伴い、第１四半期連結会計期間より主要な売上区分ではなくなっております。

３．追加情報

前第３四半期連結累計期間

前連結会計年度末においてハイテック事業から撤退いたしました。この撤退に伴い、従来、配賦不能営業費

用として「消去又は全社」の項目に含めておりました営業費用について区分が明確になったため、各部門に

配賦することといたしました。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の工具部門の営業利益が394,276

千円減少し、非工具部門の営業利益が12,663千円減少し、「消去又は全社」の営業利益が406,939千円増加し

ております。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会等が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、社内業績管理単位を基礎とし、経済的特徴が類似している事業セグメントを集約した「工具事

業」、「ＤＩＹ事業」及び「賃貸事業」の３つを報告セグメントとしております。

「工具事業」は、自動車整備用工具、その他一般作業工具及びこれらに関連する機器の製造販売を行って

おります。「ＤＩＹ事業」は、ＤＩＹ商品、日用雑貨品の販売を行っております。「賃貸事業」は、不動産の賃

貸を行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）工具事業 ＤＩＹ事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,519,325860,178119,5185,499,022 － 5,499,022

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,901 3,497 30,24037,638(37,638) －

計 4,523,226863,675149,7585,536,661(37,638)5,499,022

セグメント利益 294,1167,382 75,678377,177 － 377,177

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）工具事業 ＤＩＹ事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,434,749286,25540,0031,761,008 － 1,761,008

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,770 1,283 10,08013,133(13,133) －

計 1,436,520287,53850,0831,774,142(13,133)1,761,008

セグメント利益 32,448 5,183 25,76163,392 － 63,392

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益の金額と一致しております。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

著しい変動がないため記載しておりません。

　

（有価証券関係）

著しい変動がないため記載しておりません。　

　

（デリバティブ取引関係）

　著しい変動がないため記載しておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

著しい変動がないため記載しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

著しい変動がないため記載しておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 535.20円 １株当たり純資産額 506.09円

 ２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 7.64円 １株当たり四半期純利益金額 31.56円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △91,625 378,227

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△91,625 378,227

期中平均株式数（株） 11,987,451 11,986,161

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 1.57円 １株当たり四半期純利益金額 6.08円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △18,867 72,848

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△18,867 72,848

期中平均株式数（株） 11,987,254 11,985,932

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　著しい変動がないため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

京都機械工具株式会社(E01420)

四半期報告書

23/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２２年２月１２日

京都機械工具株式会社

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　田　　　　篤　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鍵　　　圭 一 郎　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京都機械工具株式

会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２１年１０月

１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京都機械工具株式会社及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２３年２月１４日

京都機械工具株式会社

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　田　　　　篤　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鍵　　　圭 一 郎　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京都機械工具株式

会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２２年１０月

１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京都機械工具株式会社及び連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は第１

四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号　平成２０年３月３１日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号　平成２０年３月３１日）を適用して四半期

連結財務諸表を作成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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